
貸  借  対  照  表 
 

（2021 年 3 月 31 日現在） 
 

株式会社メイコーテック                            (単位：千円) 

 

流　動　資　産 271,811 流　動　負　債 202,765

現 金 及 び 預 金 110,365 支 払 手 形 19,119

受 取 手 形 51,550 電 子 記 録 債 務 71,452

電 子 記 録 債 権 9,199 買 掛 金 83,974

売 掛 金 94,302 未 払 金 4,462

商 品 及 び 製 品 4,743 未 払 費 用 3,667

貯 蔵 品 1 未 払 法 人 税 等 4,115

前 払 費 用 1,468 未 払 消 費 税 等 8,493

未 収 入 金 179 賞 与 引 当 金 7,271

固　定　資　産 19,041 預 り 金 208

（ 有 形 固 定 資 産 ） （ 7,991 ） 固　定　負　債 13,936

建 物 6,055 退 職 給 付 引 当 金 13,936

工 具 、 器 具 及 び 備 品 1,936 216,701

（ 無 形 固 定 資 産 ） （ 3,836 ）

電 話 加 入 権 464 株　主　資　本 74,152

ソ フ ト ウ ェ ア 3,371 資      本      金 ( 45,000 )

（投資その他の資産） （ 7,214 ） 資  本  剰  余  金 ( 25,000 )

投 資 有 価 証 券 0  資 本 準 備 金 25,000

関 係 会 社 株 式 533 利  益  剰  余  金 ( 4,152 )

長 期 前 払 費 用 3   利益準備金 5,000

敷 金 保 証 金 6,627 　その他利益剰余金 △ 847

破 産 更 生 債 権 等 4,988 (うち当期純利益） ( 11,372 )

出 資 金 50   繰越利益剰余金 △ 847

貸 倒 引 当 金 △ 4,988 74,152

290,853 290,853

負 債 合 計

純 資 産 の 部

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 合 計

純 資 産 合 計

負 債 純 資 産 合 計
 

 

 

 
 

 



 

 

個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記

1 資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
　時価のないもの
　移動平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法
先入先出法による原価法に基づく低価法（収益低下による簿価切り下げの方法）

2 固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産（リース資産を除く）

　　 　　　　定率法によっております。
　 　　ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに平成28年4月1日以降に
　　取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

　　　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　　　    　　　建物・構築物　　　　　　　　3年～15年
　　　    　　　工具・器具及び備品　　　8年

(2) 無形固定資産の減価償却の方法
定額法を採用しております。

(3) 長期前払費用
均等償却によっております。
なお、主な償却期間は5年です。

3 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

　債権の貸し倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒件債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

4 その他計算書類作成の為の基本となる重要な事項
　消費税等の会計処理
　　　税抜方式を採用しております。

（貸借対照表に関する注記）
　　1.有形固定資産の減価償却累計額 4,019千 円
　　2.受取手形割引高 10,891千 円
    3.電子記録債権割引高 34,363千 円

　　　（株主資本等変動計算書に関する注記）
発行済株式に関する事項
株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
普通株式(株） 140,000 - - 140,000

　　　（一株当たり情報に関する注記）
１.一株当たり純資産額 529円66銭
２.一株当たり当期純利益 81円23銭

 

 


